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平成２８年度  決算報告

 歳入額     

３４億３，０１１万円

８，５１１万円

２億８，０９７万円

５億４，９３４万円

１１億６，１８８万円

４億２，７２５万円

 歳出額      

３３億９，９６７万円

７，１７６万円

２億７，９３５万円

５億４，９３４万円

１１億３，６１８万円

４億２，００１万円

　実質収支  

３，０４４万円

１，３３５万円

１６２万円

０万円

２，５７０万円

５４３万円

　       会計 

国民健康保険（事業勘定）

国民健康保険（施設勘定）

後期高齢者医療

簡易水道

公共下水道事業

農業集落排水事業
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 収入額 　   

４億４，９２１万円

１億１，４８６万円

５億７，３９６万円

９，５７７万円

 支出額       

４億５，４５５万円

２億 　３０３万円

４億７，５０４万円

４億４，７７０万円

　   　 会計

ガス事業

水道事業

収益的

資本的

収益的

資本的

※資本的支出に不足する額は過年度分損益勘定留保資金などで補填

※実質収支は、歳入・歳出の差額から次年度へ繰り越す財源を除いた額
※簡易水道特別会計は、平成２９年度より水道事業会計に統合。（平成２８年
　度で廃止）

※赤字比率は赤字でないため「ー」で表記。
※公営企業の「資金不足」もありません。
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一般会計・歳入歳出決算の状況

歳　入　総　額　　１５１億４，６６５万１千円…①

歳　出　総　額　　１４９億　８７６万　　円…②

差引（①−②）　　　２億３，７８９万１千円…③

翌年度へ繰り越すべき財源

　　　　　　　　　　　 　１，０１６万５千円…④

実質収支（③−④）　２億２，７７２万６千円…⑤

前年度実質収支  　 　 ２億５，３４５万５千円…⑥

単年度収支（⑤−⑥）　△２，５７２万９千円…⑦

財政調整基金積立金　　　　　 ４０万６千円…⑧

繰上償還額　　　  　　７億１，７９２万２千円…⑨

財政調整基金取崩額　　　４，９１４万６千円…⑩

実質単年度収支（⑦＋⑧＋⑨−⑩）　

　　　　　　　　　　６億４，３４５万３千円

企業会計の決算状況

特別会計の決算状況

グラフで見る一般会計決算

自主財源
２６．３％
自主財源
２６．３％

依存財源
７３．７％
依存財源
７３．７％

分担金及び負担金、
使用料及び手数料、
財産収入、寄附金、
繰入金
５億３，４６２万円
３．５％

市税
２６億９，８４６万円
１７．８％

市税
２６億９，８４６万円
１７．８％

繰越金
３億１，５５２万円
２．１％

諸収入
４億３，４７９万円
２．９％

地方譲与税及び各種交付金
６億９，６７８万円
４．６％

地方交付税
５７億４，８５８万円
３７．９％

地方交付税
５７億４，８５８万円
３７．９％

国庫支出金
１７億６，９４４万円
１１．７％

国庫支出金
１７億６，９４４万円
１１．７％

県支出金
１１億５９万円
７．３％

県支出金
１１億５９万円
７．３％

市債
１８億４，７８７万円
１２．２％

市債
１８億４，７８７万円
１２．２％

歳入
１５１億４，６６５万円

一般会計歳出決算（性質別）

歳出
１４９億８７６万円

公債費
３０億２，２１５万円
２０．３％

公債費
３０億２，２１５万円
２０．３％

災害復旧費
２８万円

教育費
１１億９，７７１万円
８．０％

教育費
１１億９，７７１万円
８．０％

消防費
５億６，３４４万円
３．８％

土木費
１１億１，１４５万円
７．４％

商工費
５億９，５６２万円
４．０％

農林水産費
１０億６，８０２万円
７．１％

労務費
１，２１２万円
０．１％

衛生費
１７億４，１７９万円
１１．７％

衛生費
１７億４，１７９万円
１１．７％

民生費
３９億３，２４２万円
２６．４％

民生費
３９億３，２４２万円
２６．４％

議会費
１億３，０４８万円
０．９％

総務費
１５億３，３２８万円
１０．３％

総務費
１５億３，３２８万円
１０．３％

歳出
１４９億８７６万円

義務的経費
５２．０％
義務的経費
５２．０％

投資的経費
１３．７％
投資的経費
１３．７％

その他
３４．３％
その他
３４．３％

人件費
２３億５７万円
１５．４％

人件費
２３億５７万円
１５．４％

扶助費
２４億２，５２３万円
１６．３％

扶助費
２４億２，５２３万円
１６．３％維持補修費

１億７，６９３万円
１．２％

公債費
３０億２，２１５万円
２０．３％

公債費
３０億２，２１５万円
２０．３％

普通建設事業費
２０億４，５１２万円
１３．７％

普通建設事業費
２０億４，５１２万円
１３．７％

災害復旧事業費
４０８万円

物件費
１９億２，０９６万円
１２．９％

物件費
１９億２，０９６万円
１２．９％

補助費等
９億５，６１１万円
６．４％

補助費等
９億５，６１１万円
６．４％

繰出金
１８億２，６１０万円
１２．３％

繰出金
１８億２，６１０万円
１２．３％積立金

１億２，１５１万円
０．８％

積立金
１億２，１５１万円
０．８％

投資及び出資金、貸付金
１億１，０００万円
０．７％

◆総務費

池田修三作品によるまちづくり事業

◆民生費

保育料助成事業（市単独軽減分）

福祉医療助成事業（市単独分）

臨時福祉給付金事業

◆衛生費

熱回収施設等整備事業

◆農林水産業費

園芸メガ団地整備事業

中山間地域直接支払交付金事業

漁港施設整備等県負担金事業

３，５００万円

１億　　３５３万円

３，３１１万円

１億４，８９７万円

１０億７，４１３万円

５，１６７万円

１億４，４８８万円

２，９３９万円

◆商工費

工業振興条例助成事業

中小企業振興資金融資あっせん事業

産業を支える人材の育成・確保事業

◆土木費

平沢小出２号線道路改良事業

木の根橋架替事業

排水路施設整備事業

市営住宅改修事業

住宅リフォーム支援事業

◆消防費

消防団施設整備事業

防災対策施設整備事業

◆教育費

学校生活サポート・学習支援事業

院内小学校改修事業

１億９，６１７万円

４，２９５万円

１，１２４万円

１，７３９万円

７，１０３万円

４，１４７万円

５，０８８万円

１，３４４万円

２，６４３万円

２，０４６万円

４，０９４万円

１，４６２万円

 

平成２８年度

主　な　事　業
平成２８年度

主　な　事　業

市債の状況
　にかほ市の借金にあたる「市債」の残高は、合併後の象潟・仁

賀保中学校改築事業などの実施により、２１年度末に約２０２億円

まで増加しました。その後も観光拠点センター整備事業、熱回収

施設等整備事業などの大型公共事業を実施しながらも、繰上償還

の継続実施などにより、２８年度末には約１７４億円まで減少しま

した。

　今後も、高利な市債の繰上償還を実施するなど市債残高の抑制

に努め、将来世代に過度な負担を残さない財政運営を進めます。

一般会計・市債（借金）残高の推移

財政調整基金（貯金）残高の推移財政調整基金の状況
　にかほ市の貯金にあたる「財政調整基金」は、突発的な災害に

より生じた減収の補てんや緊急を要する経費に備えるため、また、

年間の財源の不均衡を調整するために設置している積立金です。

合併直後の１７年度末の残高は９億４千万円でしたが、行政コス

ト削減や国県補助金等の財源確保の徹底などにより、２８年度末

には約２４億２千万円まで増加しました。

　社会経済情勢の変化に伴う財政需要にも対応できるよう、残高

の確保に努めます。

にかほ市の財政状況
　財政状況が良好かどうかを示す指標に、健全化判

断比率（４指標）と資金不足比率があります。

　国が示す判断基準により、市の財政が「健全団体」、

「早期健全化団体（要注意）」、「財政再生団体（破

たん）」のいずれの状態にあるか、また各会計の経

営状態はどうなのかを判断することができます。

　この指標のうち一つでも基準値以上

となった場合、法で定められた計画の

策定を行い、財政の健全化を図ること

になります。

　にかほ市では、一般会計、特別会計

のいずれも実質赤字は生じておらず、

繰上償還の継続実施などにより財政規

模に対する借金返済の割合を示す「実

質公債費比率」、将来負担の割合を示

す「将来負担比率」のいずれも「健全団体」とされる

数値内を改善傾向で推移しています。また、公営企業

でも「資金不足」は生じていないため、財政状況は健

全であると言えますが、今後も行財政改革を推進し、

さらなる財政の健全化に努めます。
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